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九 州 大 学 

 

 

学位論文における研究不正行為の認定及び学位授与の取消しについて 

 

九州大学が平成１３年６月２０日付けで授与した博士（工学）の学位論文における研究

不正行為の認定及び学位授与の取消しについて、下記のとおり公表します。 

  

 

記 
 
 
１．対象者の氏名       前 田 修 一 氏 
                 

２．不正行為の認定及び   平成２１年７月１７日 

学位授与の取消し日        

 

３．不正行為に関する    別添のとおり 

  調査報告 

 

４．学位授与の取消し    研究不正防止委員会において、博士の学位取得のために

提出された論文について研究不正行為が認定されたため、

九州大学学位規則第２７条の規定のうち「不正な方法に

より学位の授与を受けた事実が判明したとき」に該当す

ることから、学位授与の取消しを行った。 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ】 
 
○研究不正について 

九州大学学術研究推進部学術研究推進課  小野 
Tel. 092-642-2126,2127  Fax. 092-642-4317 
電子メール kou-ono@jimu. kyushu-u.ac.jp 

 
○学位について 

九州大学学務部学務企画課  江島 
Tel. 092-642-7072  Fax. 092-642-2267 
電子メール sad-ejima@jimu. kyushu-u.ac.jp 
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平成２１年８月５日
国立大学法人九州大学

本学「論文博士」における研究不正及び学位授与の取消について（概要）

平成 年 月 日に「論文博士」として、本学で「博士（工学 」の学位を授与された前田13 6 20 ）
修一氏の学位論文「光メモリ用色素の合成と応用に関する研究」に不適切な記載があることが判
明しました。

本件は、この学位論文について 「データ等の記載に不適切な点等があること 、及び「この学、 」
位論文に対する本学の論文審査のあり方へ疑問」があると、平成 年 月 日に告発があった18 10 3
ことを契機に発覚しました。

これを受け、本学はこれまで、九州大学工学府調査委員会及びその下に、九州大学工学府論文
内容調査ワーキンググループを設置するとともに、九州大学研究不正対策委員会及びその下に、
学外の研究者４名を含む、九州大学研究不正調査部会を設置し、調査を進めてまいりました。

その結果、学位論文 の「高感度な色素 を開発することができた。 に構造式と性p.60 3 Fig.6-7( )
能（感度 反射率）示した 」という記載とそれを示した の物質の化学構造との整合性につvs p.73。
いて、
① 「論文中に記載されている物質の化学構造が、実際に実験に使用された物質の化学構造と
異なっている 」こと、。

② 「その物質があたかも実験に使用されたかのように記述されている 」こと、。
が確認されました。
この他、
③ 「記述されている条件とは別の条件で測定された実験データが、実際に実験して得られた
値であるかのようにプロットされている 」こと、。

④ 「実測値の線速換算値が、すべて同じ実験条件で得られたように図示されており、この線
速換算に関する説明が論文中にはない 」こと、。

が確認されました。

〈学位論文 から転載〉p.60

〈学位論文 から転載〉p.73
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これらのことに関して、平成 年 月 日及び平成 年 月 日の２度にわたり、前田氏20 8 31 21 6 14
から資料の提出及び説明を受けましたが、上記の①・②に対して、前田氏は、

「ビジネス上の制約があったため、一番良い特性のものは化学構造式を開示できなかったの1)
で、 のような化学構造を記載しました （平成 年８月 日）p.73 20 31。」
「学位論文 に記載された「 」とは 「 へ向けた第二2 p.73 2 generation for CD-R dye 3 Dye 3) ( ) ( )nd 、
世代の色素の例」という意味であり、学位論文のこの箇所は開発の流れや技術思想を述べたも
のである （平成 年 月 日）。」 21 6 14

という説明を行われましたが、指摘に対するそれぞれの説明には齟齬があり、いずれの説明によ
p.60 3 Fig.6-7っても ①・②で指摘している学位論文 の 高感度な色素 を開発することができた、 「 。( )

に構造式と性能（感度 反射率）示した 」という記載とそれを示した の物質の化学構造とvs p.73。
の整合性を示す明確な回答は得られませんでした。また、③・④についても同様に明確な回答は
得られませんでした。

この結果、いかなる場合であっても、学位論文においてこのような公正を欠く記載は認められ
るものではなく、また、学位論文中に、こうした考えによって記載したことに関する説明がない
ことは、不適切な記載と判断せざるを得ず、本学は、これらの行為を国立大学法人九州大学研究
不正防止規程に照らして、研究不正行為に当たると認定しました。これを受けて、九州大学学位
規則に照らして、不正な方法により学位の授与を受けた事実が判明したものとして 「学位授与、
の取消」の措置を講じました。

さらに、この学位論文に対する本学の論文審査のあり方への疑問に関しても関係者への事情聴
取等を含め、慎重に調査を進めました。この結果、この不適切な記載に関しては、いわゆる「論
文博士」に関するものであり、通常の「課程博士」とは異なり、企業の技術者等がその研究経験
と成果を基に学位を取得するものであるため、この不適切な記載を学位論文の審査を担当する主
査及び副査が審査過程で検証の上、見つけだすことは困難であるとの結論に至りました。

また、この不適切な記載とは別の問題として捉えて調査を進めましたが、申立者の告発
のとおり、本学位論文に文章の構成や記述に関するミスが多く見受けられました。このことにつ
いては、平成 年 月 日に主査に対して行った事情聴取においても、諸事情により十分な確20 9 13
認が行えなかったことを本人からも聴取しました。この学位論文としての体裁等に関して、主査
により十分な確認が行われなかったことについては、本学から、当時の学位論文調査委員会主査
に対して、諸事情は考慮しつつも、遺憾の意を表したところです。
なお、副査２名についても事情聴取を実施しましたが、両副査は、事前に手渡された学位論文

の草稿を精査し、主査及び副査を対象として行われた論文説明会の場において、内容の改善や文
章の訂正を指摘するなど、十分に責務を果たしていたと思われます。

本学といたしましても、今回の事態を真摯に受け止め、今後、研究者倫理のより一層の向上
及び「論文博士」の審査手続き等の一層の徹底を図り、研究公正への取組を推進していくことと
しております。

○資料１ 「本件における主な経緯」
○資料２ 「委員名簿」
○資料３ 「関係諸規定等」

※ 調査結果報告書等の詳細の調査結果については、後日、本学のホームページを通じて
公表します。



平成２１年８月５日

国立大学法人九州大学総長

有川 節夫

本学「論文博士」における研究不正の認定及び学位授与の取消について（コメント）

１ このたび、本学では、平成21年7月17日に開催いたしました「九州大学研究不正防止

委員会 及び 九州大学高等教育審議会 の審議結果に基づき 平成13年6月20日に 論」 「 」 、 「

文博士」として授与した学位につきまして、その学位論文において、公正を欠くとみな

される行為が発覚したため、併せて当該学位授与の取消の措置を講じました。

２ 研究不正行為に対する取組といたしましては、昨今、我が国においても科学研究の世

界において、不正行為が相次いで指摘される中、平成18年8月の科学技術・学術審議会

の「研究不正行為への対応のガイドライン」を受けて、本学をはじめ、全国の大学・研

究機関、学協会において、行動規範の策定、関係諸規定の整備、それらの周知徹底、研

究者倫理の向上等に向けた取組が自律的に展開されているところです。

３ 本事案につきましては 「論文博士」の性格上、企業における職務と並行して論文作、

、 、「 」成を行わざるを得ないという多忙な環境の中 企業研究者である前田氏が 論文博士

として提出した学位論文の記載の一部に、企業秘密に関わる内容があったことなどに起

因し、その記載に関する説明が十分行われていなかったことなどが、本学への告発によ

り明らかとなったものです。

４ 本学といたしましては、この事実を受けて、昨今、強く求められております研究活動

の公正性の確保の観点と学位を授与する高等教育機関としての社会的責任を重く受け止

めるとともに、社会に対する説明責任を果たすべく、先に述べた行動規範、関係諸規定

等に照らして、公正を欠くとみなされる行為と言わざるを得ないと判断し、非常に残念

ながら、このような厳正な措置を行ったものです。

５ しかしながら、本事案に関しては、この調査の過程において、悪意に基づく行為では

ないことが明白となっており、また、当時の同氏を取り巻く、ビジネス上の制約や非常

に多忙かつ厳しい研究環境等が、こうした記載の不備等を招いたことは十二分に推察さ

れるところであります。本学の今回の措置が、同氏がこれまでに挙げてこられた研究成

果や研究活動を否定するものではないことは当然であります。

６ 今回指摘のあった事実につきましては、同氏に真摯に受け止めていただき、本学とし

ては、新たな学位授与の機会の提供などを含め、氏の今後の更なる研究活動の発展とそ

の飛躍のための措置を講ずるとともに、次世代を担う若者の育成に向けて、高等教育機

関としての責務を果たして参りたいと考えております。

７ 最後に、本学といたしましても、今回の事案を教訓とし、再発防止に向けて研究者倫

理の向上 「論文博士」の審査手続き等の一層の徹底に努めて参ります。、

以 上



（資料１）

本件における主な経緯

平成13年６月20日 九州大学から被申立者に学位（博士（工学 ）を授与）

平成18年10月３日 申立者から学位論文の不正に関する相談

～平成19年３月６日

平成19年６月１日 工学府調査委員会を設置し、調査を開始

（以降、平成20年９月までに、計９回開催）

平成19年７月20日 工学府調査委員会に工学府論文内容調査ＷＧを設置し、被申立者の学位

論文の精査

平成20年５月28日 工学府調査委員会が調査報告書を研究不正対策委員長に提出

平成20年７月２日 研究不正対策委員会を開催し、工学府調査委員会に調査結果の取りまと

めを付託

平成20年８月31日 工学府調査委員会を開催し、被申立者から事情聴取

平成20年９月13日 工学府調査委員会を開催し、主査から事情聴取

平成20年12月19日 工学府調査委員長から研究不正対策委員長に調査報告書を提出

平成20年12月22日 研究不正調査部会を設置

平成20年12月26日 研究不正調査部会、研究不正対策委員会を開催し、調査報告書を取りま

とめ

平成21年１月23日 研究不正防止委員会を開催し、研究不正行為等に係る認定

高等教育審議会を開催し、学位授与の取消について審議

平成21年２月４日 研究不正防止委員長から認定結果等を被申立者に通知

平成21年３月31日 被申立者から不服申立て

平成21年４月17日 研究不正防止委員会を開催し、不服申立てについて審議

研究不正調査部会による弁明の機会を付与することを決定

平成21年６月14日 研究不正調査部会を開催し、被申立者から弁明を求める

研究不正対策委員会を開催し、最終調査報告書の取りまとめ

平成21年７月17日 研究不正防止委員会を開催し、再調査結果に基づく研究不正行為等に係

る認定

高等教育審議会を開催し、学位授与の取消について決定

平成21年７月29日 研究不正対策委員長から認定結果等を被申立者に手交
































